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１． 研究の背景 

 

1.1 昨今のエネルギー事情 

我が国は、一次エネルギーの 80％以上を海外からの輸入に依存しており、その大部

分は、原油・天然ガス・石炭などの化石燃料が占めている。また、原油は中東地域、天

然ガスはアジア・太平洋地域への依存度が高いことも特徴である。このため、我が国で

は、エネルギー安定供給の観点において、資源の自主開発比率の向上と供給源の多様化

が喫緊の課題である。特に天然ガスは、原油や石炭に比べて燃焼時の二酸化炭素や硫黄

酸化物などの排出量が少ないクリーンなエネルギー資源であることから、我が国におい

ても積極的に導入促進を図ることとしているが、天然ガスはインドなどを中心に世界的

にも大幅に需要が拡大しており、獲得競争が激しくなっているのが現状である。 

 このような中、非在来型の天然ガス資源のひとつであるメタンハイドレートは、我が

国周辺海域に相当量の賦存が見込まれており、メタンハイドレートの生産技術が確立さ

れ、商業化が実現すれば、我が国のエネルギー安定供給に極めて貢献する新たな国産エ

ネルギー資源になるものとして期待されている。 

 

 

1.2 我が国のメタンハイドレート研究への取組 

前述のようなメタンハイドレート生産技術が有するエネルギー政策上の重要性に鑑

み、経済産業省は、平成１３年度に「我が国におけるメタンハイドレート開発計画」を

発表した。同計画は平成３０年度までの１８年間の計画（当初計画では、平成 28 年度

までの 16 年間であったが平成 20 年度の中間評価時に変更）となっており、基本方針

として「我が国周辺海域に相当量の賦存が期待されるメタンハイドレートについて、将

来のエネルギー資源と位置づけ、その利用に向け、経済的に掘削・生産回収するための

技術開発を推進し、エネルギーの長期安定供給確保に資する」とし、段階的目標として

以下の６項目を提示している。 

 

① 日本周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化 

② 有望メタンハイドレート賦存海域のメタンガス賦存量の推定 

③ 有望賦存海域からメタンハイドレート資源フィールドの選択、並びにその経済性

の検討 

④ 選択されたメタンハイドレート資源フィールドでの海洋産出試験の実施 

⑤ 商業的産出のための技術の整備 

⑥ 環境保全に配慮した開発システムの確立 
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同計画では、上記目標を達成するために、3 段階のフェーズ・アプローチを提案して

おり、平成 13 年度から平成 20 年度までの 8 年間をフェーズ１として、上記①②③

の目標を達成し、平成２１年度から平成 27 年度までの 7 年間のフェーズ２では、④

の目標を達成することになっている。 

 

なお、同計画の策定後、我が国における将来の国産エネルギー資源としてのメタンハ

イドレートに関する関心が高まり、平成１７年４月に閣議決定された京都議定書目標達

成計画には、メタンハイドレートにかかる技術開発の推進が記されている。更に、平成

１９年３月に閣議決定されたエネルギー基本計画および平成 20 年 3 月に閣議決定さ

れた海洋基本計画には、メタンハイドレートの商業化を目指した取り組みが記されてお

り、さらに、メタンハイドレートに加え、石油・天然ガス資源、海底熱水鉱床について

海洋基本計画に基づく、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画が平成 21 年 3 月に策定

された。 

 

 

1.3 世界各国のメタンハイドレート研究への取組 

 将来のエネルギー資源として期待されるメタンハイドレートについては、我が国以外

にも、いくつかの国が研究開発に着手している。主要な動向は、以下の通りである。 

 

＜米国＞ 

 エネルギー省（DOE）は、２００６年にメタンハイドレート研究のロードマップ「An 

Interagency Road map for Methane Hydrate Research and Development」

を発表し、DOE を中心とした政府・産業界からなる研究体制のもと研究を実施。ア

ラスカの陸域においては、２００７年にメタンハイドレート調査井を掘削し、今後、

長期の産出試験の実施を検討。また、2009 年にメキシコ湾においてもメタンハイ

ドレート調査井の掘削を実施し、砂層孔隙充填型メタンハイドレートを検層で確認。 

 

＜インド＞ 

 石油天然ガス省は、１９９７年に「Natural Gas Hydrate Program」を発表。イン

ド炭化水素局が中心となり計画を推進。２００６年には、インド沖合で、３９坑のメ

タンハイドレート調査井の掘削を実施し、メタンハイドレートを確認。 

 

＜韓国＞ 

 ２００５年 The Gas Hydrate Development Project に基づき Gas Hydrate R&D 

Organization を設立し、産業資源部、KNOC, KOGAS, KIGAM が参加。２００７

年、日本海でメタンハイドレートを発見。 
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＜中国＞ 

 ２００１年の「第１０次５ヵ年計画」および２００６年の「第１１次５ヵ年計画」に

てメタンハイドレート調査の実施が含まれる。２００７年、南シナ海北部でメタンハ

イドレートを発見。２００９年、南シナ海のメタンハイドレート研究を「９７３計画」

（「国家重点基礎研究発展計画」）に組み込む。 
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２． フェーズ 1 の成果 

 

2.1 フェーズ 1 の概要 

経済産業省が 2001 年 7 月に策定した「我が国におけるメタンハイドレート開発計

画」におけるフェーズ１を遂行するため、資源エネルギー庁から業務を受託した、（独）

石油天然ガス・金属鉱物資源機構、（独）産業技術総合研究所、（財）エンジニアリング

振興協会の３者が、プロジェクトリーダー田中彰一東京大学名誉教授の下で、メタンハ

イドレート資源開発研究コンソーシアム（MH21 研究コンソーシアム）を組織した。 

 「我が国におけるメタンハイドレート開発計画」には、６項目の目標を達成するため

に必要な技術開発を、5 分野（探査分野、モデリング分野、フィールド産出試験、開発

分野、環境分野）に分けて記載されている。これまでに実施されたフェーズ１における

研究成果の概要は、以下のとおりである。 

 

＜探査分野＞ 

 東部南海トラフ海域をモデル海域として、基礎物理探査、基礎試錐を通じた詳細な調

査を実施した。その結果、東部南海トラフ海域のメタンハイドレートは、タービダイト

砂泥互層の砂層に賦存するタイプが主体であり、かつメタンハイドレート濃集帯が存在

することを明らかにした。また、地震探査データからメタンハイドレート濃集帯を摘出

する手法を確立し、東部南海トラフ海域のメタンハイドレート層のメタンガス原始資源

量を確率論的手法によって算定した。また、東部南海トラフ海域の１６箇所のメタンハ

イドレート濃集帯について、原始資源量、貯留層特性、海底面の環境等について検討を

行い、海洋産出試験候補海域として３箇所を選定した。 

 東部南海トラフ以外の日本周辺海域においては、東部南海トラフで得られた知見を踏

まえて、既存地震探査データを元に BSR（Bottom Simulating Reflector：海底擬似

反射面）分布の見直しを行った。 

 

＜モデリング分野＞ 

 メタンハイドレート層の温度・圧力条件に応じて、減圧法、加熱法及びそれらの併用

法など種々の生産手法で解析が可能な、メタンハイドレート資源に対する汎用の生産シ

ミュレータ（MH21-HYDRES）を開発した。また、メタンハイドレートが賦存する

原位置条件での物性、分解特性試験技術を開発し、東部南海トラフ海域の貯留層特性を

評価した。   

 本シミュレータをもとに、東部南海トラフに最適な生産手法を検討したところ、主た

る手法として「減圧法」が効果的であることが分かった。減圧法については、第 2 回

陸上産出試験において、生産シミュレータの事前予測とほぼ一致する結果（ガス、水生
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産量など）が得られ実証がなされた。 

 

＜フィールド産出試験＞ 

 フィールドでの生産手法の実証を行うため、カナダ北極圏の永久凍土下に存在する砂

層に胚胎するメタンハイドレートに対して２回の産出試験を実施した。 

 平成 14 年 3 月に行った第 1 回陸上産出試験では、「温水循環法」により、世界で初

めてメタンハイドレート層よりメタンガスを生産した（生産期間 5 日間、累計生産量

470m3）が、採収法の観点からは、エネルギー効率や生産の継続性について課題を残

した。また、MDT による減圧過程の観察を行い、ガスの発生を確認したほか、圧力解

析の結果などから、メタンハイドレート層が浸透性を有することが確認された。 

 その後、東部南海トラフ海域のメタンハイドレート層の詳細調査と室内実験結果を踏

まえて臨んだ、平成２０年 3 月の第 2 回陸上産出試験（２年目）では、世界で初めて

「減圧法」による連続生産に成功（生産期間６日間、累計生産量１３，０００m３）し、

減圧法が生産手法として有効であることを実証した。この産出試験ではサンドスクリー

ンを設置して出砂障害の軽減が図られた。 

 

＜開発分野＞ 

 基礎試錐「東海沖～熊野灘」および陸上産出試験の結果等を踏まえ、海洋産出試験を

目的とした坑井計画の概念を検討し、同検討を通じてフェーズ２における海洋産出試験

の実施に向けた技術課題の抽出（大水深浅層に対するセメンチング･坑井仕上げ、緊急

切り離しを考慮した減圧法を適用する坑内システムの構築等）を実施した。 

 また、東部南海トラフ海域の選択されたメタンハイドレート資源フィールドに対して、

生産シミュレータおよび経済性評価計算プログラムを用いて経済性検討を行った。その

結果、今後の研究継続により経済性が期待できる可能性が示唆された。また、経済性向

上の観点からの技術課題の抽出（生産量向上、回収率向上等）を行った。 

 

＜環境分野＞ 

 メタンハイドレート開発における環境影響を予測するために必要となる基礎情報の

整理収集および要素技術の研究を実施した。 

 メタンハイドレート賦存海域のベース情報を把握するための海域環境調査と基礎試

錐コア試料を用いた海底堆積層の地盤物性の把握を行った。また、メタンハイドレート

開発におけて特に考慮すべき環境因子としてメタン漏洩と地盤変形を抽出し、それらの

挙動を予測するモデルの構築と、海洋での生産試験においてリアルタイムにモニタリン

グできるセンサー類の開発を行った。 
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2.２ プロジェクト評価 

平成１７年度と平成２０年度には、経済産業省技術評価指針に基づき、外部有識者に

よるプロジェクト評価が行われた。このうち、フェーズ 1 の終了時である平成２０年

度の評価では、フェーズ２へ進むことが妥当であるとの提言を受けている。以下に平成

２０年度の評価における主な意見と提言をまとめる。 

 

＜主な意見＞ 

・ 本事業は、国のエネルギー政策、温暖化ガス削減政策、海洋政策に沿っていると

ともに、エネルギー資源の確保の観点から国民のニーズに合致し、大きな関心と

期待を集めている。フェーズ１の研究においては、期間の延長など柔軟な取り組

みにより、ほぼ目標通りの成果が得られたことは、高く評価される。 

・ フェーズ１では一定の成果が得られたものの、商業化までには新たな技術開発や

既存技術の応用発展など更なる技術的・科学的課題に取り組む必要があり、いま

だ民間事業の対象になるレベルには達していないことから、本研究開発は国家的

なイニシアティブのもとで推進することが妥当である。 

・ これまでの研究成果からフェーズ１の目標はほぼ達成されていることから、フェ

ーズ２への移行は妥当である。なお、基礎研究が終了する現段階で、事業化の妥

当性を評価することは困難であり、フェーズ２の結果が出るまでは尚早と思われ

る。 

 

＜提言＞ 

・ フェーズ 2 の海洋産出試験では、まずは単一坑井の最大生産能力と周辺地層への

影響について、十分な測定データを取得する必要がある。 

・ 今後は、世界の機関や先進企業と連携し、効果的な進展を図ることが重要。国際

連携を進める上では、我が国が有するリソース（技術と資金）などを確認し、パ

ートナーの資質やポジションを踏まえて、基本戦略を立てておくことが必要であ

る。 

・ 今後は、実証、商業化が目的となり、規模も大きく、かつ現実的な課題も多くな

ることは明らか。段階的に得られる成果を十分に吟味して、目標の明確化・再設

定を柔軟に行うことが必要となる。特に海洋産出試験の目標の設定などは、シミ

ュレーションによるケーススタディと組み合わせて、明確に示していくことが望

まれる。 

・ 今後の研究開発事業は、より幅広い分野の技術者等を総動員した態勢が必要であ

る。そして国家プロジェクトの実施機関は国民への説明責任をきちんと行うとと

もに、環境対策についてもきめ細かく検討することが肝要である。 
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・ 石油天然ガス固有技術にととまらず、関連ある技術を幅広く取り込んで付加効果

を上げるよう心がけてほしい。 

・ 今回得られた技術、知見に基づき、ハイドレートの特性に応じた独自の分類、定

義を明示し、世界標準としていくような努力が望まれる。本開発は、それらの分

類に中で、（国内において）最も開発の可能性が高いメタンハイドレートにフォ

ーカスを当てたプロジェクトであることを明確に表現することで、一般社会、関

係者の理解が深められると思われる。 

・ 商業化を目指すためには、オペレーションの経験と技術を有する民間の石油・天

然ガス資源開発企業の積極的な参加を図る必要がある。 

 

 

2.３ フェーズ１の成果を踏まえた今後の課題 

フェーズ１の研究により、上述したような成果が得られた一方で、将来の商業的産出

に向けて多くの技術課題も残っている。 

 

① 東部南海トラフ以外の海域でのメタンハイドレート賦存状況の評価 

フェーズ１では、東部南海トラフ海域においてメタンハイドレート賦存状況の把

握を行い、メタンハイドレート濃集帯を抽出する技術等を確立した。これら東部

南海トラフでの資源量評価で得られた知見等を踏まえ、東部南海トラフ以外の我

が国周辺海域に対象を拡大して、メタンハイドレート濃集帯の分布推定等を進め

る必要がある。 

 

② より長期にわたる産出試験の実施 

カナダ陸上での産出試験において減圧法によりメタンハイドレート層からメタ

ンガスの連続生産に成功したが、その期間は 6 日間となっている。このため、よ

り長期にわたる産出試験を行い、メタンハイドレート層からのメタンガス生産の

長期生産性、生産挙動、生産障害等について更に検証する必要がある。 

 

③ 海洋における産出試験の実施 

   我が国においてはメタンハイドレート資源が周辺海域にのみ賦存していること

から、海洋におけるメタンハイドレート層からの安全かつ経済的な生産を可能と

する技術の整備が不可欠であり、このため海洋における産出試験が必須である。

大水深浅層を対象とした厳しい環境での試験となることから、必要な技術課題の

整備、環境影響の事前評価等を踏まえ、安全に行うための試験計画を立案し、我

が国近海のメタンハイドレート層を対象とした採収法と生産技術の検証を行う

とともに、技術課題を抽出する必要がある。 
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④ 生産手法の高度化に必要な技術開発や開発システムの最適化の検討 

メタンハイドレート層からメタンガスを経済的に生産回収するためには、フィー

ルドでの産出試験に加え、最終的に経済性を確保するためのより効率的な生産を

可能とする技術の高度化に向けた取り組みが必要である。このため、メタンハイ

ドレート層からのメタンガスの生産性と回収率を向上させるための採収法・生産

技術の開発や、経済性向上のための掘削・開発システムの検討を行う必要がある。 

 

⑤ 環境影響の把握と評価手法の確立 

メタンハイドレートの資源開発において海底及び坑井周辺からのメタン漏洩、地

すべりを含む海底面の不安定現象等によって生じる環境影響が想定されるが、具

体的な環境影響評価手法は確立されていない。一方で、フェーズ１の研究によっ

てメタンハイドレート濃集帯に関する地質的な知見が得られ、また生産手法にも

方向性が得られたことから、ハイドレート資源開発時の環境影響に関して具体的

なリスクの検討が実施できるようになった。このため、海洋産出試験における環

境リスクの抽出・特性把握・対応策の検討と、それらに必要な海底環境に関する

データの取得を行い、実際に環境影響をモニタリングすることで環境影響を把握

し、商業生産をめざして環境影響評価手法を確立する必要がある。 
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３． フェーズ 2 の概要 

 

3.1 フェーズ 2 の考え方 

フェーズ１では、東部南海トラフ海域をモデル海域とした詳細な調査の結果、砂泥互

層の砂層の孔隙にメタンハイドレートが大きい飽和率で賦存するメタンハイドレート

濃集帯が存在することを明らかにし、同海域のメタンハイドレート層のメタンガス原始

資源量を算定した。また、東部南海トラフのメタンハイドレート層に最適な生産手法と

して、室内実験・シミュレーションにより、減圧法が効果的であることが分かり、陸上

産出試験により、その有効性が実証された。これらの成果により、我が国近海のメタン

ハイドレート層のメタンガスがエネルギー資源になる得る可能性が得られた。 

フェーズ２では、フェーズ１終了時に認識された技術課題を踏まえ、我が国周辺海域

での海洋産出試験の実施等の研究開発を通して、メタンハイドレート層のメタンガスが

エネルギー資源となりうる可能性をより高い信頼性で評価するとともに、メタンハイド

レート層の商業的開発のための技術の整備に必要となる技術課題の抽出を行う。なお、

経済産業省が策定した「我が国におけるメタンハイドレート開発計画」の最終段階とな

るフェーズ３では、技術課題の克服手段の提示と経済性の検討を通じて、商業化のため

の技術の整備を行うとともに、状況によっては、官民共同でより商業化に近い規模の産

出試験を実施することが想定される。 

なお、フェーズ２では、海洋産出試験の実施等、フェーズ１に比べて規模が大きく、

実証的な課題が多くなることから、引き続き産学官で連携した実施体制を構築するとと

もに、石油・天然ガス資源開発会社との連携をより深めることを目指す。また、広く一

般への広報活動等に取り組み、国民の理解を得つつ実施していくこととする。 

 

 

3.2 フェーズ 2 の目標 

 フェーズ２の目標として、以下の 5 項目を設定する。 

① 海洋産出試験の実施による生産技術の実証と商業的産出のための技術課題の抽出。 

② 経済的かつ効率的な採収法の提示。 

③ 我が国周辺海域でのメタンハイドレート賦存状況の把握。 

④ 海洋産出試験を通じた環境影響評価手法の提示。 

⑥ 我が国周辺海域のメタンハイドレート層が安全かつ経済的に開発できる可能性

の提示。 
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3.3 フェーズ 2 の研究課題 

フェーズ２の目標を達成するため、以下の研究分野を設定し、研究開発課題に取り組

む。詳細は、「４．フェーズ２の分野別目標と研究課題」を参照されたい。 

 

 ＜フィールド開発技術に関する研究＞ 

・ 海洋産出試験の実施 

・ メタンハイドレート資源フィールドの特性評価 

・ 海洋開発システムの検討 

・ 第 2 回陸上産出試験の解析と長期試験の実施 

 

 ＜生産手法開発に関する研究＞ 

・ 生産手法高度化技術の開発 

・ 生産性・生産挙動評価技術の開発 

・ 地層特性評価技術の開発 

 

 ＜資源量評価に関する研究＞ 

・ 日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況の評価 

・ メタンハイドレートシステムの検討 

 

 ＜環境影響評価に関する研究＞ 

・ 環境リスクの分析と対策の検討 

・ 環境計測技術の開発 

・ 海洋産出試験における環境影響評価 

・ メタンハイドレート層開発における環境の総合評価 

 

＜経済性の評価＞ 

 

＜その他の取り組み＞ 

・ 国際連携の推進 

 

 

3.4 フェーズ 2 の期間 

フェーズ２の実施期間は、経済産業省の方針に基づき平成２１年度から平成２７年度

までの 7 年間とする。 

このうち、フェーズ２前半（平成２１年度から平成２３年度）は、海洋産出試験の準

備と国際協力による陸上産出試験の実施を想定し、これらの成果に対しては平成２３年
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度に予定されている、経済産業省のプロジェクト評価（フェーズ２中間時）を受ける。 

フェーズ２後半（平成２４年度から平成２７年度）は、海洋産出試験（2 回を想定）

に取り組み、これらの成果に対しては平成２７年度に予定されている、経済産業省のプ

ロジェクト評価（フェーズ２最終時）を受ける。 

 

 

3.5 フェーズ 2 の体制 

フェーズ２の遂行にあたっては、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構、（独）産業

技術総合研究所の 2 者が、プロジェクトリーダー増田 昌敬東京大学准教授の下に新

たなメタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム（MH２１研究コンソーシアム）

を組織して、研究開発に取り組む。なお、コンソーシアムの名称は、これまでの認知度

を踏まえて、フェーズ１と同じ名称を踏襲する 

MH21 研究コンソーシアムには、意思決定機関である運営協議会とともに、研究開

発を推進するための４つのグループ（推進グループ、フィールド開発技術グループ、生

産手法開発グループ、資源量評価グループ）を設置する。なお、環境影響に関する研究

については、海洋産出試験に取り組むフェーズ２で重要性が増すことから、推進グルー

プの統括のもと MH21 研究コンソーシアム全体で取り組むこととし、また、外部有識

者から助言を受ける体制を構築して、研究開発を進める。 

MH21 研究コンソーシアムの企画、運営、広報等は、推進グループが担当する。な

お、推進グループは、環境影響に関する研究のほか、経済性の評価についても統括する。

さらに、技術者のオープンな意見交換を促すため、MH21 研究コンソーシアム内に技

術連絡会を設けることとする。 
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４． フェーズ 2 の分野別目標と研究課題 

 

4.1 フィールド開発技術に関する研究開発 

 

目標 

 

 非在来型資源であるメタンハイドレート層からのメタンガスの商業的生産を図るた

めには、フィールドにおける産出試験に取り組み、生産技術の実証、メタンハイドレー

ト層の分解挙動の評価、開発技術の検証などを行うことが必要不可欠である。また、我

が国のメタンハイドレート層が我が国周辺海域の大水深海底下浅層に賦存しているこ

とから、これらに対応するための技術開発を進める必要がある。このような意義のもと、

フィールド開発技術に関する研究分野では、産出試験の実施による生産技術の実証と商

業的産出のための技術課題の抽出を行うため、以下の研究開発に取り組む。 

 

○ 海洋産出試験の実施 

○ メタンハイドレート資源フィールドの特性評価 

○ 海洋開発システムの検討 

○ 第２回陸上産出試験の解析と長期試験の実施 

 

 

研究開発の内容 

 

○ 海洋産出試験の実施 

  海洋におけるメタンハイドレート層の分解挙動の把握、開発技術の検証、経済性検

討の基礎データ取得などのため、2012 年度及び 2014 年度に 2 回の海洋産出試験を

実施する。   

海洋産出試験においては、海洋掘削リグおよび既存生産設備・機器を使用した数日か

ら最大数週間程度の試験を実施する。同試験では、海洋坑井の生産性と生産を維持し、

坑井の健全性を保持する技術の評価，及び経済性評価に資するため，メタンハイドレー

ト分解挙動と地層・坑井の健全性に関する定量的把握を行なうことが可能な試験計画を

策定し，実施する。試験後はこれらの目的に適合した結果の解析を行ない，試験対象地

域の貯留層評価を実施する。 

試験計画の策定のために，海域環境の事前調査，貯留層特性の評価，メタンガス生産

挙動の予測，生産性と坑井の健全性の保持を実現するための装置･設備等の調査・設計，

最適坑井仕上げ手法の検討，分解モニタリング技術など，必要な研究を行い，海洋産出
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試験に適用する。 

 また，海洋産出試験の実施に伴って、産出試験が環境に及ぼす影響について十分な配

慮を行い環境影響を低減するとともに，環境影響の評価に必要な実海域の情報を取得し

て，環境影響評価を行なう。そのため，環境リスクの分析と対策の検討に必要な，海域

環境の調査を実施する。また，産出試験の環境影響評価として，実施候補海域の地すべ

り・メタンガス漏洩等のリスクを既存データから評価し，その結果を試験地点の選定に

反映させる。また，試験前後及び試験中に，試験地点近傍において海底環境及び生態系

の調査・計測を実施する。 

 

 

 （主な取組内容） 

● 技術開発の実施 

・海洋坑井の生産性と生産を維持し、坑井の健全性を保持する技術の開発と評価 

 浅層セメンチング等地層間隔離に関する研究 

 出砂対策と貯留層障害対策に関する研究 

 坑内生産機器と流動確保に関する研究 

・生産・開発に関する物理探査技術の研究 

・その他試験実施に必要な技術開発 

● 実施計画の策定 

● 海洋産出試験の実施 

● 試験結果の解析と課題の抽出 

● 試験対象地域の貯留層評価 

● 試験地点における環境影響評価 

 

 

○ メタンハイドレート資源フィールドの特性評価 

メタンハイドレート層の詳細な特性評価は、長期生産挙動の評価と経済性評価の信頼

性向上に反映され，さらに商業生産を目指した開発システム構築の基礎となる重要な研

究課題である。このため、フェーズ 2 においては海洋産出試験で得られたデータを、

地震探査データやモデリングデータ等を組み合わせて総合的に解釈し、産出試験の坑井

周辺の詳細な貯留層モデルを構築し、メタンハイドレート資源フィールドの特性及び生

産能力評価を実施する。 

 

 （主な取組内容） 

● 試験実施地点の詳細地質モデル、貯留層キャラクタリゼーションの実施 

● 資源フィールドの貯留層評価 
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○ 海洋開発システムの検討 

 フェーズ 2 においては、海洋産出試験で実証された技術、資源フィールド特性、及

び予測される生産特性に適合した海洋開発システムの概念設計を行う。併せて、海洋開

発システムを経済的かつ現実的な仕様とするために必要となる掘削・坑井安定化・生

産・坑井仕上げ等におけるコストやリスク低減方法の技術検討を行い、フェーズ 3 で

行う海洋開発システムの具体化に資する成果を得る。 

 

 

 （主な取組内容） 

● 海洋開発システムの概念設計 

● 掘削・坑井安定化・生産・坑井仕上げ等における技術検討 

 

 

○ 第２回陸上産出試験の解析と長期試験の実施 

フェーズ 1 で実施したカナダでの陸上産出試験結果の詳細な解析と評価を実施し、

海洋産出試験に必要となる情報を整理する。また、第２回陸上産出試験では試験期間が

約６日間に制限されたため当初の目標であった長期試験は実現できなかった。生産手法

の確立に向けては、減圧法により生産が長期・安定的に継続できることを実証する必要

があり、そのため経済産業省との連携で、諸外国との共同実施による長期陸上産出試験

に取り組む。長期陸上産出試験の実施により、長期産出挙動の把握、問題点の抽出を行

い、我が国周辺海域のメタンハイドレートの生産手法の確立に資するデータの取得を目

指す。 

  

 （主な取組内容） 

● 第 2 回陸上産出試験の結果解析 

● 長期陸上産出試験の実施（国際協力） 
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4.2 生産手法開発に関する研究開発 

 

目標 

 

 メタンハイドレート層からのメタンガスの商業的生産のための技術の整備を行うた

めには、メタンハイドレート層からメタンガスを大量かつ安定的に生産する生産手法の

開発、坑井のガスの生産能力及びメタンハイドレート資源フィールドの生産挙動を高い

精度で予測・解析する評価技術の開発、並びに生産に伴う地層変形・圧密挙動について

長期的な安全性を保証するための地層特性評価技術の開発が必要である。このような意

義のもとで、生産手法開発に関する研究開発では、経済的かつ効率的な生産手法を提示

するため、以下の研究開発に取り組む。 

 

○ 生産手法高度化技術の開発 

○ 生産性・生産挙動評価技術の開発 

○ 地層特性評価技術の開発 

 

研究開発の内容 

 

○ 生産手法高度化技術の開発 

砂泥互層からなるメタンハイドレート層に減圧法を適用した場合のメタンガスの生

産性及び回収率は、初期貯留層温度が高いほど増加するが、生産過程における貯留層温

度の低下に起因して、徐々に生産量は低下する。このため、貯留層温度を回復するため

の複合生産手法（併用法）の開発に取り組むほか、経済的かつ効率的に熱供給を行う地

層加熱法の開発、生産後の浸透性の高い貯留層特性に着目した増進回収法の開発、生産

初期の生産性を高める浸透率改善法の開発等に取り組む。また、長期にわたるメタンガ

スの安定的な生産を行うため、出砂等による生産への影響、スキン形成等による浸透性

の低下、メタンハイドレート再生成による流動障害など、生産障害因子の定量的解析と

数値モデルの開発を行い、生産障害対策技術、抑制技術の開発を行う。 

 

 （主な取組内容） 

● 生産性増進技術の開発 

● 生産障害対策・抑制技術の開発 

● 大型室内試験装置による実証 

 

 

16 
 



○ 生産性・生産挙動評価技術の開発 

フェーズ 1 で開発した生産シミュレータ（MH21-HYDRES）に、メタンハイドレ

ートに特有な生産時の貯留層特性の変化等のモデルを追加することで、より信頼性の高

い生産性と生産挙動を予測する技術を開発する。このため、生産に伴う貯留層の浸透性、

熱特性、圧密特性等の変化及び生産障害等を評価する解析ルーチンの開発を行い、陸上

産出試験と海洋産出試験との検証を通じた生産シミュレータの機能強化に取り組む。ま

た、生産シミュレータに入力する三次元的貯留層特性モデルについては、断層などの不

連続性や不均質な貯留層パラメータ等の導入を検討し、長期生産時の広域にわたる生産

挙動や地層特性等を評価することを目指す。これらの成果を通じて、貯留層特性に応じ

て経済性を最大化させる生産手法と生産システムの総合評価を実施する。 

 

 （主な取組内容） 

● 生産シミュレータ（MH21-HYDRES）の機能強化 

● 生産挙動評価用三次元貯留層モデルの開発 

● 産出試験の予測と検証 

● 商業規模生産の生産性評価 

 

○ 地層特性評価技術の開発 

フェーズ 1 で開発した地層変形シミュレータに対して、構成式の高度化を図るとと

もに、メタンガスの生産に伴う地すべりの可能性、メタンガス漏洩の可能性などの環境

影響を評価可能な計算ルーチンを開発し、導入する。また、これを用いて、メタンハイ

ドレート開発に特有な大水深未固結堆積層の力学特性の総合的な評価を行い、メタンガ

スの生産における坑井周辺の地層応力や、長期的な生産における広域の地層変形等につ

いて検証を行う。 

 

 （主な取組内容） 

● 地層変形シミュレータの機能強化 

● 坑井の健全性評価 

● 広域の地層変形評価 
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4.3 資源量評価に関する研究開発 

 

目標 

 

フェーズ１では、東部南海トラフ海域のケーススタディを進めた結果、砂泥互層にお

けるメタンハイドレート層特性の把握、有望な資源フィールドであるメタンハイドレー

ト濃集帯を抽出する技術、並びにメタンハイドレート層のメタンガス原始資源量を算定

する技術について、大きな成果が得られた。また、我が国周辺海域のメタンハイドレー

ト賦存海域を把握する観点から、メタンハイドレート起源の BSR 分布域の見直しを行

った。 

フェーズ 2 では、フェーズ１で蓄積された技術と知見を活用し、既存の物理探査デ

ータの再処理・再解析、あるいは、物理探査船「資源」等による新規の物理探査データ

を入手しつつ、東部南海トラフ以外の海域にも検討対象を拡大して、メタンハイドレー

ト濃集帯の分布推定を進める。さらに、メタンの生成・移動・集積及びメタハイドレー

ト層の生成等の仕組み（メタンハイドレートシステム）に関する基礎研究を行い、我が

国周辺海域のメタンハイドレート賦存状況を総合的に評価する。 

 

○ 日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況の評価 

○ メタンハイドレートシステムの検討 

 

 

研究開発の内容 

 

○ 日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況の評価 

フェーズ 1 で蓄積された知見を用いて、既存の物理探査データの再処理・再解析、

あるいは、物理探査船「資源」等による新規の物理探査データを入手しつつ、東部南海

トラフ以外の海域にも検討対象を拡大して、砂層を貯留層とするメタンハイドレート濃

集帯の分布推定作業を実施する。また、その他の賦存様態のメタンハイドレートも含め

て、既存データや地質状況等による検討を進め、我が国周辺海域におけるメタンハイド

レート賦存状況について、資源開発の可能性に重点を置いた総合的な評価を行う。 

 

 （主な取組内容） 

● 東部南海トラフ以外の海域にも対象を拡大したメタンハイドレート濃集帯の

分布推定 

● 日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況の総合評価 
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○ メタンハイドレートシステムの検討 

メタンハイドレート濃集帯の分布推定や貯留層評価、海洋産出試験・環境影響評価に

資するための、メタンハイドレート賦存層の岩石物理学的特性・地質学的特性・地化学

特性の基礎研究を継続する。また、東部南海トラフ海域のメタンハイドレート濃集帯の

形成を説明するメタンハイドレートシステム（メタンガスの生成・移動・集積、メタン

ハイドレートの生成・分解を含む仕組み）のモデル構築を目指し、必要なデータの収集・

分析を実施する。それらの結果を活用することにより、データの少ない海域において、

メタンハイドレート濃集帯の発達を推定する手法を検討する。 
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4.4 環境影響評価に関する研究開発 

 

目標 

 

 非在来型資源であるメタンハイドレートの開発が環境に及ぼす影響について科学的

に説明し、環境影響リスクを最小化するための海洋開発システムを検討するため、フェ

ーズ 1 に続き、環境影響評価に関する研究開発を実施する。なお、これまで個別のグ

ループで実施してきた環境分野の研究については、フェーズ 2 以降は MH21 研究コン

ソーシアム内の総合的な知見を結集して取り組むこととする。また、メタンハイドレー

ト開発の環境に与える影響について総合的かつ中立的な評価を行うため、外部有識者に

よる諮問を受ける体制を構築して、研究開発を進めるとともに、プロジェクト実施者と

して適切な説明責任を果たすため、得られた知見を積極的に公開し、プロジェクトへの

理解促進を求めていくこととする。 

 

○ 環境リスクの分析と対策の検討 

○ 環境計測技術の開発 

○ 海洋産出試験における環境影響評価 

○ メタンハイドレート層開発における環境の総合評価と最適化検討 

 

 

研究開発の内容 

 

○ 環境リスクの分析と対策の検討 

 在来型の石油天然ガス資源開発の知見をベースとし、さらに大水深浅層で行なわれる

メタンハイドレート開発の独自性を考慮に入れて、メタンハイドレートの海洋産出試験、

及び商業化における海洋開発システムが環境に及ぼす可能性のあるリスクを抽出し，そ

の特性を明らかにして定量的なリスク評価を実施する。また、その結果に基づき、影響

を軽減する処置及び、発生時の対応策などのリスクマネージメントプランを立案。 

 

○ 環境計測技術の開発 

フェーズ 1 で実施したメタン漏洩センサーを実海域で使用できる装置とするなど、

海域でのメタンハイドレート開発における環境影響評価を検討するために必要な大水

深における長期間かつ広域を対象とした環境指標計測技術の開発を継続する。また、開

発した装置及び既存の装置を組み合わせて、海洋開発システムにおける環境リスクに最

適化された環境計測手法のコンセプト策定を進める。 

20 
 



 

○ 海洋産出試験における環境影響評価 

開発に伴う環境への影響評価のモデルケースとして，海洋産出試験が環境に与える影

響を具体的に評価する。そのために、海洋産出試験における海底環境調査や生態系調査

で得られたデータを元にして，環境データベースの整備を進め，環境影響の事前評価を

実施し、試験時及びその後の環境モニタリング結果を総合的に評価して、適宜公表する。 

 

○ メタンハイドレート層開発における環境総合評価と最適化検討 

メタンハイドレート層開発が海洋及び地球環境に与える長期的・総合的影響を，正の

側面も含めて検討する。そのための情報収集と評価を継続的に実施する。また、海洋産

出試験における環境影響の総合評価を通して、メタンハイドレートの商業生産における

海洋開発システムの環境影響を評価する手法を、経済性を勘案しながら最適化するため

の検討を行う。 
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4.5 経済性の評価 

 

目標 

 

 我が国周辺海域のメタンハイドレート層が経済的に開発できる可能性を提示し、経

済性を向上させるための技術課題を抽出する。 

 

研究開発の内容 

 

フェーズ 1 で開発した経済性評価ツールを用いて、MH21 研究コンソーシアムの研

究成果、知見を結集して、我が国周辺海域でメタンハイドレート層を開発する場合に想

定される経済性の評価を行うとともに、経済性を向上させるための技術課題の検討を行

う。なお、実施時期はプロジェクト評価を行う平成 23 年度、及び平成 27 年度を目処

とする。 

 

 

４.６ その他の取り組み 

 

＜国際連携の推進＞ 

 

海外プロジェクトへの参加等を通じて、海外におけるメタンハイドレートの探査・開

発・基礎研究の動向を把握する。さらに海外における研究の進展や成果が引いては我が

国のメタンハイドレート開発促進事業に活用されることを念頭におき、互恵的な関係と

なるよう十分配慮しながら、学術・情報・人材等を視野に入れた海外研究者との技術交

流を進める。 

 

 

 



５．フェーズ 2 の達成目標 

 

 

項目 達成目標（平成 23 年度） 達成目標（平成 27 年度） 

4.1 フィールド開発技術に関する研究開発 

1 海洋産出試験の実施 

 ①技術開発の実施 

世界で初めての海洋での産出試験と考えられるた

め、試験期間中の安全性を確認すると同時に、メタ

ンガス生産挙動を把握する必要がある。そのため、

従来技術で対応可能な産出試験計画とするととも

に、海洋坑井の生産性と坑井安定化技術、生産・開

発に関する物理探査技術の開発等，技術開発が必要

な課題を抽出して，これらの課題への解決策を提示

し，技術開発を行なう。特に重要な課題に関しては，

実験室やフィールドでの実証を行い，準備を完了さ

せる。具体的には次の項目を実施する。 

・浅層セメンチング等地層間隔離に関する研究を行

い、確実に減圧できる坑井仕上げ技術を検討して試

験坑井に適用する。 

出砂防止と貯留層障害対策を両立する仕上げ技術

を検討し、試験坑井に適用する。 

・海底での減圧法に適用する坑内生産機器を開発・

 

２回の海洋産出試験の結果を踏まえ，商業的産

出にむけての技術課題を抽出する。 
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選定し、メタンハイドレート再生成防止など流動確

保に関する研究を行い、安定生産を可能とする。 

・生産・開発に関する物理探査技術の研究を行い、

メタンハイドレート分解モニタリングを可能とす

る。 

 ②実施計画の策定 

第 1 回及び第 2 回海洋産出試験の基本方針を策定す

る。第 1 回試験に関しては、海洋坑井の生産性と坑

井安定化技術の評価が可能となるデータが取得でき

る計画を立案し、平成 24 年度の実施に向けた具体

的な試験プログラムを策定し、坑底・海底及び地表

機器の選定・装置の選定・設計を行い、調達可能な

状態とする。 

第 1 回海洋産出試験を踏まえた第２回海洋産出

試験の計画を立案し，平成 26 年度中の実施に

向けた具体的な試験プログラムを策定し、坑

底・海底及び地表機器の選定・装置の選定・設

計を行い、調達可能な状態とする。 

 ③海洋産出試験の実施 
海洋産出試験の実施のため、オペレータと掘削リグ

を選定し、試験の実施が可能な状態とする。 

2 回の海洋産出試験を安全に実施し、必要なデ

ータを取得する。具体的には、ガスが一定期間

安定的に生産可能なことを示し、生産挙動を評

価するために必要なガス・水生産量と温度・圧

力、試験前後の地層変化、坑内の流動状況の把

握に必要なデータなどを取得する。 

 ④試験結果の解析と課題の抽出

フェーズ１で実施したカナダでの第２回陸上産出試

験の解析プロセスを元に，試験結果の解析のための

フローチャートを検討する。 

取得データの管理と処理、分解モニタリング結

果との対照、シミュレータとの検証などを通じ

て、海洋産出試験結果の基本解析を終了する。

また、坑内のガス・水流動の状況を把握し，生

産手法に対する貯留層の評価を行う。 
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 ⑤試験対象地域の貯留層評価 

既存の地震探査データ，検層データ，コア分析の結

果などを基に，試験地点の貯留層モデルを作成し，

生産シミュレータを用いたガス･水レートの予測，及

び生産上のリスクの抽出を実施する。 

海洋産出試験の実施により新たに取得された検

層等のデータを用いて、坑井周辺の貯留層パラ

メータの再検証を行う。 

 
⑥試験地点における環境影響評

価 

海洋産出試験の実施前に海洋環境調査・生態系調査

を行い，環境影響の事前評価を行い，環境リスクの

抽出と特性分析を行なう。また、地すべりやメタン

ガスの漏洩リスクを評価し，試験地点の検討に反映

させる。さらに、リスク評価に基づいて，試験にお

ける環境対策と環境モニタリング計画を策定する。

海洋産出試験中及び実施後の海洋環境調査・生

態系調査を行い，結果を解析して実際の環境影

響を確認し，環境影響評価を行う。 

2 メタンハイドレート資源フィールドの特性評価 

 

⑦試験実施地点の詳細地質モデ

ル、貯留層キャラクタリゼーシ

ョンの実施 

震探、検層、コアデータ等により、第 1 回海洋産出

試験の貯留層挙動予測に必要な坑井近傍の貯留層特

性モデルを策定する。 

海洋産出試験で新たに得られたデータを用いて

更新された貯留層パラメータ，２回の海洋産出

試験の生産データ，それらとシミュレータによ

る分析結果に基づいて貯留層特性モデルを再評

価する。 

 ⑧資源フィールドの貯留層評価 ― 

海洋産出試験で更新された試験地点の貯留層特

性モデルを，地震探査データ等を利用して濃集

帯及び資源フィールド全体に反映させる。 

3 海洋開発システムの検討 

 ⑧海洋開発システムの概念設計

フェーズ１で検討を行った海洋開発システムの課題

を抽出し，妥当性・現実性の評価を行なって開発可

能性の検討を進める。また，石油天然ガス開発に関

海洋産出試験の結果を踏まえ，海洋開発システ

ムの見直しを行うとともに、資源フィールドに

適合した現実的な概念設計を終了する。 
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する最新技術の調査を実施して、海洋開発システム

の検討に反映させる。 

 
⑨掘削・坑井安定化・生産・坑

井仕上げにおける技術検討 

海洋産出試験における技術検討を海洋開発システム

の検討に適用する。また、開発リスクとコストの低

減策について技術課題抽出と最新知見の収集を行

う。 

海洋産出試験結果から技術の評価を進めるとと

もに，各技術を最適化する方法を検討する。 

4 陸上産出試験の解析と長期試験の実施 

 
⑩第 2 回陸上産出試験の結果解

析 

フェーズ１で実施したカナダでの第 2 回陸上産出試

験の結果について，網羅的な検討を終了し，我が国

周辺海域のハイドレート開発に資する結果について

整理を行い、必要に応じて発表する。 

－ 

 
⑪長期陸上産出試験の実施（国

際協力） 

国際協力により，減圧法による長期産出試験が実施

可能なサイトを抽出し，長期産出挙動データの取得

を目指す。 

長期産出試験の結果を分析して，海洋における

生産の長期挙動評価を行うため、生産シミュレ

ータや貯留層モデルへの反映を行う。 
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項目 達成目標（平成 23 年度） 達成目標（平成 27 年度） 

4.2 生産手法開発に関する研究開発 

1 生産手法高度化技術の開発 

 ①生産性増進技術の開発 

減圧法と加熱法の併用、効率的な熱供給などによる

メタン増進回収や、浸透率改善などによる生産性向

上について、コア試験による検討を行い、坑井あた

りの生産量を増加させる生産手法を開発する。 

貯留層特性に応じ、坑井あたりの生産を最大化

させる生産手法を整備する。 

 
②生産障害対策・抑制技術の開

発 

コア試験により、生産井周辺のスキン形成、移動す

る細粒砂の砂質堆積層孔隙内への蓄積、強減圧時の

氷生成･メタンハイドレート再生成、圧密による浸透

率低下などの生産障害、チュービング内のメタンハ

イドレート再生成による流動障害の解析を行い、生

産障害メカニズムの解明と生産に与える影響評価を

行う。 

出砂、スキン、細粒砂蓄積、メタンハイドレー

ト・氷生成、流動障害などの生産障害対策技術

を開発し、貯留層特性に適した生産障害対策指

針を整備する。 

 ③大型室内試験装置による実証

定量的な生産性・生産挙動を評価可能な大型の室内

試験装置を設計・製作し、生産増進技術、生産障害

メカニズムを検証する。 

生産性増進技術、生産障害対策技術を検証し、

開発した技術の総合評価および海洋産出試験で

の検証などを通じ、効率的な生産手法を提示す

る。 

2 生産性・生産挙動評価技術の開発 

 
④ 生 産 シ ミ ュ レ ー タ

（MH21-HYDRES）の機能

生産シミュレータ（MH21-HYDRES）に、スキン

形成による流動障害など各種生産障害を評価可能な

フィールド試験の検証を通じて、精度向上を果

たすと共に、生産シミュレータに対し地層変形
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強化 計算ルーチンを付加しその機能を強化するほか、並

列演算法の開発と導入によって高速化する。また、

フィールドにおける生産性、生産挙動予測において

精度を確保しつつ効率的に演算が可能なアップスケ

ーリング手法を開発する。 

シミュレータを組み合わせた実用化シミュレー

タを開発する。 

 
⑤生産挙動評価用三次元貯留層

モデルの開発 

地層の不均質性や断層などによる不連続性を記述可

能なパラメータを実験などによって取得し、長期生

産性、地層変形を評価可能な三次元貯留層モデル化

手法を開発する。 

地質推計学的手法を導入し、長期生産時の広域

にわたる生産挙動および地層変形などを評価可

能な三次元貯留層モデル化手法を開発する 

 ⑥産出試験の予測・検証 

陸上産出試験、海洋産出試験の生産性・生産挙動予

測を実施し、試験計画に反映するほか、検証によっ

て生産シミュレータの信頼性を評価する。 

海洋産出試験の生産性・生産挙動予測を実施し、

試験計画に反映するほか、検証によって生産シ

ミュレータの信頼性を評価する。 

 ⑦商業規模生産の生産性評価 

貯留層特性に応じて想定した複数の生産システムに

ついて、長期の生産性を評価し、経済性が見込める

生産システムを提示する。 

実用化シミュレータを用いて合理的な生産シス

テムを評価し、経済性を確保する生産システム

設計指針を整備すると共に LCA 評価を行う。 

3 地層特性評価技術の開発 

 
⑧地層変形シミュレータの機能

強化 

砂泥互層からなるメタンハイドレート貯留槽におけ

る地層応力分布や変形挙動、圧密挙動を広域に渡り

解析する地層変形シミュレータを開発する。また、

生産に伴う坑井周辺の詳細な力学挙動を評価する坑

井周辺力学挙動解析シミュレータを開発し、坑井の

長期的な健全性を評価可能とする。 

不連続性、不均質性を含む貯留層モデルに対し、

坑井周辺および広域にわたる生産に伴う地層の

応力分布および変形、海底面の沈下挙動、地す

べり可能性、ガス漏洩可能性を検討可能な地層

変形シミュレータを開発する。 
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⑨ 坑井の健全性評価 

 

貯留層特性に応じ、生産に伴う坑井周辺の地層の変

形評価、坑井壁への地層応力分布、ガス漏洩可能性

などについて評価する。 

生産時の坑井の健全性を確保するための坑井強

度、セメント強度、坑井仕上げ法などの指針を

提示する。 

 ⑩ 広域の地層変形評価 

生産に伴う広域にわたる海底面沈下、貯留層の変形、

地すべり可能性、ガス漏洩可能性を検討すると共に、

大水深浅層未固結堆積層の力学特性の特徴を整理す

る。 

長期、広域にわたる地層リスク評価技術を開発

し、リスクを回避する開発域選定指針を整備す

る。 
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項目 達成目標（平成 23 年度） 達成目標（平成 27 年度） 

4. ３資源量評価に関する研究開発 

1 日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況の評価 

 

①東部南海トラフ以外の海域に

も対象を拡大したメタンハイド

レート濃集帯の分布推定 

メタンハイドレート濃集帯の分布が期待される、3

箇所以上の海域において、入手したデータに基づき、

濃集帯の分布状況に関する評価結果を提示する。 

メタンハイドレート濃集帯の分布が期待される

（平成 23 年度中間評価時とは異なる）３箇所

以上の海域において、入手したデータに基づき、

濃集帯の分布状況に関する評価結果を提示す

る。 

 
②日本周辺海域のメタンハイド

レート賦存状況の総合評価 

濃集帯の分布推定作業が終了した海域を中心とした

日本周辺海域の一部において、資源開発の可能性に

重点を置いた、メタンハイドレート賦存状況の中間

評価結果をまとめる。 

日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況に

ついて、メタンハイドレート濃集帯の分布等資

源開発の可能性に重点を置いた、総合的な評価

結果を提示する。なお、データの少ない海域に

ついては、メタンハイドレートシステムの検討

に基づく濃集帯推定手法の適用を試みる。 

2 メタンハイドレートシステムの検討 

 
③メタンハイドレートシステム

の検討 

東部南海トラフ海域のメタンハイドレート濃集帯の

形成を説明しうるメタンハイドレートシステムのモ

デル構築を行う。 

東部南海トラフ海域でのメタンハイドレートシ

ステムの検討に基づき、データの少ない海域に

おいて、メタンハイドレート濃集帯の発達を推

定する手法を検討する。 
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項目 達成目標（平成 23 年度） 達成目標（平成 27 年度） 

4.4 環境影響評価に関する研究開発 

環境リスクの分析と対策の検討 

海洋産出試験に伴うリスクの抽出を完了させる。さ

らに，海洋産出試験に伴うリスクの特性を把握し，

予想されるリスクに対するリスクマネージメントプ

ランを策定する。 

2 回の海洋産出試験の結果を受けて，商業生産

時のリスク抽出が完了し，商業生産時のリスク

対応案を提示する。 

環境計測技術の開発 

開発が必要なモニタリング用センサーを抽出し開発

計画を策定する。海洋産出試験でのモニタリングの

コンセプトを完成させ，リスクとオペレーションに

適合した最適なシステムを使用できる状態にする。

商業生産において必要なセンサー類を抽出し，

商業生産におけるリスクに適合した最適なモニ

タリングシステムのコンセプトを提示する。 

海洋産出試験における環境影響評価 

メタンガス漏洩・地層変形等について事前評価を行

なう。海底環境及び生態系調査に基づき，モデルの

利用を通じて環境影響の予測と対応策を策定する。

海洋産出試験の環境影響評価の評価書を作り，内部

評価を実施する。 

海洋産出試験結果の評価から予測手法の正当性

を評価し，海洋開発システムに対する環境影響

評価手法の最適化を行なう。 

メタンハイドレート開発における環境

総合評価と最適化検討 

メタンハイドレート研究に関する最新情報の収集を

行い，環境への影響評価を検討する。 

海洋産出試験結果とこれまでの成果を踏まえ

て，商業生産時の環境影響評価手順を提案する。
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項目 達成目標（平成 23 年度） 達成目標（平成 27 年度） 

4.5 経済性評価 

経済性評価 

フェーズ２前半の研究成果を踏まえ、フェーズ１に

実施した我が国周辺海域のメタンハイドレート開発

の経済性評価の見直しを行う。 

海洋産出試験や海洋開発システムの検討等を踏

まえた我が国周辺海域のメタンハイドレート開

発の経済性を提示し、経済性を向上させる技術

課題の摘出を行う。 

 

 



（参考）開発計画の見直しとフェーズ２の課題

頁 分野 項目 開発計画の課題 1 2

8 探査分野 （１）物理探査等 ①：物理探査候補地の選定 ●

②：3次元物理探査の実施 ●

③：基礎試錐の実施 ●

④：さらなる調査 ●

9 （２）地質・地化学調査 ①ｰa：物理探査と物理検層データの対比 ●

①ｰb：メタンハイドレート砂質層の同定 ●

①ｰc：海洋産出試験候補海域の評価手法の確立 ●

②：メタンハイドレート集積メカニズム、メタンガス起源の解明 ● ● 資源量評価G

③：海底メタン湧水と溶存メタンの地化学調査 ●

④：メタンハイドレート資源量評価手法 ●

10 （３）探査技術開発 ①：コアリング及び地層温度測定技術等の改良 ●

②：新たな探査手法 ●

③：生産・開発に関する物理探査（P15(3)③に統合して実施）

★　日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況の評価

（P10(3)③と統合して実施）

★　メタンハイドレート資源フィールドの特性評価

（フェーズ3で実施）

（取組不要）

（取組不要）

●

追加 ● 資源量評価G

12 モデリング （１）基礎的特性 物性把握。分解挙動解析等 ●

分野 （２）室内実験 同左 ● 生産手法開発G

（３）生産シミュレータの開発 ①：数値解析手法の開発 ●

②：シミュレータ要素モデルの改良・開発 ● ● 生産手法開発G

③：プロトタイプシミュレータの開発 ●

④：フィールド産出試験によるシミュレータの評価 ● ● 生産手法開発G

⑤：実用化シミュレータの開発（必要に応じ②の要素モデルも） ● 生産手法開発G

13 （４）ガス採収法の検討 同左 ● ● 生産手法開発G

14 フィールド （１）陸上産出試験（第1回） ①：生産技術の課題抽出 ●

産出試験 ②：短期産出試験データ取得 ●

（２）陸上産出試験（第2回） ①：経済的なガス採収法の検証 ●

②：長期産出データの取得とメタハイ層のモニタリング ● フィールド開発技術G

15 （３）海洋産出試験 ①：第1回海洋産出試験 ● フィールド開発技術G

②：第2回海洋産出試験 ● フィールド開発技術G

③：生産・開発に係る物理探査 ● フィールド開発技術G

④：環境影響評価 ● フィールド開発技術G

追加 ● フィールド開発技術G

16 開発分野 （１）海洋メタンハイドレート ①：開発可能性の検討 ● ● 推進G　他

　　　開発計画の全体設計 ②：商業生産開発の概念設計 ● ●
フィールド開発技術G

生産手法開発G

③：環境影響評価

（２）坑井掘削技術及び掘削装置 ①：大水深浅層掘削リグの検討 ●

②：浅層ライザー掘削システムの開発

③：コアリング技術の高度化 ●

④ｰa：メタンハイドレート層掘削用泥水システム ●

④-b：浅層セメンチングの高度化技術 ● フィールド開発技術G

④ｰc：軟弱地盤における坑井基礎及び坑壁の安定化技術 ● フィールド開発技術G

⑤：メタハイ層検知型掘削技術の開発

17 （３）生産・坑井仕上げ技術 ①：生産技術の技術課題の抽出 ● ● フィールド開発技術G

②ｰa：生産性・経済性に係る技術開発 ●

②-b：海洋産出試験の仕様と坑井仕上げの検討 ● フィールド開発技術G

②ｰc：メタンハイドレート層の産出能力改善技術 ●
フィールド開発技術G

生産手法開発G

③：坑井の長期安定化技術の開発 ●
フィールド開発技術G

生産手法開発G

18 （４）海底生産システムの概念設計 同左 ● フィールド開発技術G

（５）洋上処理設備の概念設計 同左 ● フィールド開発技術G

19 環境分野 （１）海域環境の調査 ①：海底環境調査 ● ●
推進G（産出試験関係は
フィールド開発技術G）

②：海底生態系調査 ● ● 推進G

③：海底環境計測手法の開発 ● ●
推進G（産出試験関係は
フィールド開発技術G）

20 （２）開発に伴う環境 ①：低水温の放出影響予測手法 ● ●
推進G（産出試験関係は
フィールド開発技術G）

　　　への影響評価 ②：地層変形予測手法の開発 ● ● 生産手法開発G

③：地層内流動予測手法の開発 ●

④：統合シミュレーション手法の開発 ● ● 生産手法開発G

フェーズ2の主担当
フェーズ別重点課題
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